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 2013 年 10 月 1 日の閣議決定により、来
年 4 月 1 日からの消費税率の８％への引き
上げが正式に決定した。未曽有の危機的な
財政状況にある今日の状況を鑑みると、や
や遅きに失した感があるものの、今回の決
定はようやく正常化に向けた動きの第一歩
が踏み出されたものといえる。 
 消費増税をめぐっては、これまでにも時
期の問題や上げ幅の問題がしばしば議論に
なってきた。現時点での増税に否定的な議
論の多くは、経済を成長軌道に乗らないう
ちの増税は負の影響が大きくなる、あるい
は、安定的な成長が確認できなければ折角
の回復基調の腰を折るといった議論であり、
それらが選挙公約などの事情と絡みあうこ
とによって、結果的に先延ばしにされ続け
てきた経緯がある。 
上記のように、一般に財政規律の回復（の
ための増税）と経済成長とは、二律背反の
関係で議論されることが多い。この点に関
して、法政大学の小黒一正氏は、近年学説
としてしばしば検証の対象となっている
「政府債務の GDP比が閾値 90％を上回れば、
経済成長率が大きく低下する」というロゴ
フ仮説を紹介しつつ、過剰な政府債務は経
済成長を低下させる可能性があることを示
している。その上で、日本の政府債務は閾
値を大きく超えており、過剰債務が経済成
長を低下させる影響についても議論を深め
る必要性を訴えている（「アベノミクスと日
本財政をめぐる課題～現実の直視から、財
政再建は始まる～」『地銀協月報』2013.5.）。
同様に、日本総合研究所の河村小百合氏も、
現在政府が掲げている 2020 年度基礎的財
政収支均衡では、利払い費等の国債費は含
まれないこと、仮に 20年度に収支が均衡し
たとしても、利払い費の分だけ国債残高は
増加することを指摘し、歯止めをかけるに
は、収支の大幅黒字を安定的に計上できる
財政運営を継続する必要があることを指摘
している。そして、その実現のために経済
成長は我が国にとって重要であるが、財政
の実情は、経済成長のみで問題を解決でき
る水準ではなく、財政規律の引き締めも併
せて行うことの必要性を指摘している（「ア
ベノミクスとわが国の財政運営が抱えるリ
スク～「財政構造抜本改革プログラム」が
必要～」『金融財政事情』2013.5.20）。 
 消費税増税に伴う負の影響への対策とし
て、総額 5 兆円規模の経済対策や、設備投
資や賃上げを行う企業への減税等が位置付
けられている。この点に関連して、東京大
学の福田慎一氏は、我が国における賃金の
下落は、技術力、国際競争力から見て不相
応に高水準となっていた賃金を適正な水準
へ戻す動きに過ぎない面があり、国際競争
力を向上させる人材育成なくしては、日本
企業が賃金上昇を維持することは難しいこ
とを指摘している（「日本経済の持続的な成
長に向けて～脱デフレの経済政策～」『日経
研月報』2013.5)。実は、左記のような労働
生産性の相対的な停滞は、90年代以後の海
外現地生産の進展により、輸出価格の相対
的な下落が加速したことの影響もある。そ
のため、賃金上昇を持続的に進めるために
は、労働力の質的向上と並んで、日本国内
で生産された財・サービスの輸出を容易に
する環境整備が必要であり、国内への企業
立地インセンティブを高めることが必要な
のである。 
 BNP パリパ証券の河野龍太郎氏は、現在
の日本の状況は「低い潜在成長率、デフレ、
円高、低い長期金利」の 4 点で特徴づけら
れるデフレ均衡の状態にあるが、これは理
論的には不安定な均衡点であり、永続的な
ものではないことを指摘している。そして、
何らかの理由でこのうち一つの要素でも修
正された場合には、「インフレ、円安、高い
長期金利」が生じる可能性が高まることを
指摘している。そのため、アベノミクスに
よって円安誘導に成功すれば、同時にデフ
レ均衡も崩壊し、その時に信頼に足る財政
健全化策が用意されていなければ、財政危
機が訪れるリスクがあることに警鐘を鳴ら
している（「日本経済はデフレ均衡から抜け
出せるか？」『地銀協月報』2013.4）。 
 消費税率の引き上げが決まって以後、財
政規律の当面の改善に向けた安堵感と、増
税に伴う景気の停滞に対する懸念から、経
済対策の必要性の議論が顕在化してきてい
る。しかし今回の決定は、極めて危機的な
状況にあるわが国の財政事情の改善に向け
た、最初の一里塚に過ぎない。安部内閣は
消費税率 10％への引き上げについては、経
済情勢を総合的に勘案しながら決定すると
しているが、果たして我が国の財政状況に
それほどの時間的猶予はあるだろうか。
我々は、より大きな痛みを回避するために
も、近い将来の痛みを分かち合う必要性が
あるように思われる。無論、それらは規制
改革や法人税制の改革などを通じた国内で
の産業活動の活発化、成長のエンジンとな
る産業の創出、労働生産性の改善などが併
せて行われることで、国内の経済活動の総
合的な体質改善と併せて行われるべきであ
ることは論を俟たない。消費税増税が決ま
った今だからこそ、日本経済の中長期的な
競争力の向上に何が必要とされているのか、
改めて真剣な議論と合意形成が求められる。 
